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　いわゆる「つなぎ法」が平成23年3月31日
に成立し、平成23年3月31日をもって期限切
れとなることとなっていた措置のすべてについ
て、平成23年6月30日まで適用期限が延長さ
れているが、その一方で、平成23年度税制改
正法案が成立するかどうかは依然不透明となっ
ている。
　民主党・財務金融部門は、平成23年度税制
改正案について「法人実効税率引下げなど、企
業立地環境改善のための税制も含まれている
が、これを前提に設備投資計画を組んでいる企
業も多いことから、引き続き法案成立に向けた
努力を続けるべきである」との考えを示した。
　しかし、法人実効税率の引下げをはじめ、た
だでさえ与野党間および野党各党間で税制改正
の方向性について意見が異なるうえ、衆議院に

おける民主党の議席数が2／ 3に満たず、“60
日ルール” を活用した税制改正法案の衆議院で
の再可決もできない。さらに、現在は大震災関
連の対応を優先すべき状況がある。
　大震災を受け、民主党と自民党の「大連立」
の動きも出てきているが、仮に大連立が実現し
たとしても、上記のとおり、平成23年度税制
改正の内容に関しては民主党と自民党のスタン
スが大きく違うため、法案の修正は避けられな
い。こうしたなか、関係者の間では平成23年
度税制改正法案の成立を絶望視する意見が日に
日に強まりつつあるのが現状といえる。
　したがって、企業や税理士等は、平成23年
度税制改正法案が成立するケースとしないケー
ス、両方を想定しながら各種の意思決定を行っ
ていく必要がある。

　このように平成23年度税制改正法案の成立
が不透明ななか、現時点で確定しているのは、
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成23年6月30日」まで延長するつなぎ法が成
立（平成23年3月31日）したということのみ
だ。
　本誌394号6頁でもお伝えしたとおり、今
回のつなぎ法の最大の特徴は、平成23年3月
31日で期限切れとなる「すべて」の租税特別
措置の適用期限を延長したことにある。平成
20年度税制改正時のつなぎ法がそうであった
ように、元来つなぎ法とは、年度改正により適
用期限の延長が決まっている措置を対象とする
のが通常だ。しかし、今回のつなぎ法では「す
べて」の租税特別措置が対象とされたことによ
り、本来は平成23年3月31日をもって廃止す
ることが決まっていた租税特別措置までもが、
「平成23年4月1日～ 6月30日」の3か月間、
あるいは「1年間」存続することとなった。前
者は「取得ベース」で適用されるような措置で
あり、後者は「事業年度」ベースで適用される
措置である。
6月末までに設備取得なら即時償却
　「取得ベース」で適用される措置の1つが、
エネ革税制（エネルギー需給構造改革推進投資
促進税制）の即時償却制度（措法42の5⑥）
だ。平成23年度税制改正ではエネ革税制自体
が廃止され、エネ革税制の後継措置として「グ
リーン投資減税」が創設される予定となってお

り、その一環で、エネ革税制の特例である即時
償却制度も平成23年3月31日をもって廃止さ
れるはずだった。しかし、今回「平成23年3
月31日に適用期限が到来する租税特別措置の
すべて」がつなぎ法の対象とされたことによ
り、つなぎ期間においてこの即時償却制度が存
続することが確定している。
　企業にあっては、平成23年度税制改正で導
入される予定のグリーン投資減税の適用を前提
に設備投資計画を立てていたところもあろう
が、グリーン投資減税は「30％の特別償却又
は法人税額（所得税額）の7％特別控除（中小
法人のみ）」とされており、エネ革税制の即時
償却よりも節税効果は小さい。したがって、節
税効果を求めるのであれば、設備投資を「平成
23年4月1日～ 6月30日」のつなぎ期間に前
倒しして、エネ革税制の即時償却の適用を受け
るべきだろう（図1参照）。
　ただし注意したいのは、グリーン投資減税と
エネ革税制では、対象設備が一部異なっている
点だ。グリーン投資減税の適用対象となる設備
は平成23年度税制改正法案成立後に告示によ
り明らかにされることになるが、本誌取材によ
り両制度の対象設備の違いが判明している（表
1～ 3参照）。
　即時償却の適用を受けるには、あくまでエネ

（1）請求人が国外関連者に対して行った×××の販売取引
（2）請求求人が国外関連者から最終製品を購入する取引
（3）請求人が国外関連者に無形資産を供与する取引

1.　国外関連者が請求人に対し配当をしているにもかかわらず移転価格課税が行われたことの適否
2.　独立企業間価格の算定において、残余利益分割法を適用したことの適否
3.　残余財産分割法の適用における問題点
3－1.　国外関連者の基本的利益（残余利益分割法を適用する際に分割対象利益のうち、重要な無

形資産を有しない非関連取引において通常得られる利益に相当する金額）の算定において、
比較対象企業からX社を除くべきか否か

3－2.　国外関連者が負担した費用を請求人の分割指標（残余利益分割法において重要な無形資産
の価値を示す指標）としての研究開発費の金額に含めたことの適否

請求人と国外関連者との間の取引（本件国外関連取引）

主な争点

　特定年度については、税制の抜本的な改革（所得税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第
13号）附則第104条の規定に従って行われる税制の抜本的な改革をいう。）により所要の安定し
た財源の確保が図られる年度を定めるものとする。

平成16年年金改正法附則16条1項

　政府は、基礎年金の国庫負担割合の2分の1への引上げのための財源措置並びに年金、医療及び介
護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用の見通しを踏まえつつ、平成20
年度を含む3年以内の景気回復に向けた集中的な取組により経済状況を好転させることを前提とし
て、遅滞なく、かつ、段階的に消費税を含む税制の抜本的な改革を行うため、平成23年度までに必
要な法制上の措置を講ずるものとする。この場合において、当該改革は、2010年代（平成22年か
ら平成31年までの期間をいう。）の半ばまでに持続可能な財政構造を確立することを旨とするもの
とする。
2　前項の改革を具体的に実施するための施行期日等を法制上定めるに当たっては、景気回復過程の
状況、国際経済の動向等を見極め、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる仕組みとするものと
し、当該改革は、不断に行政改革を推進すること及び歳出の無駄の排除を徹底することに一段と注
力して行われるものとする。
3　（略）

平成21年度税制改正法附則104条（税制の抜本的な改革に係る措置）

谷垣自民党総裁の発言

菅首相の答弁

○8月2日衆議院予算委員会議事（要旨）

　この法律が要請していることは、政府が責任を持って平成23年度までに国会に具体的な税制改革
案を提示することであり、我党としてもそれを待ちたいと思っている。財政事情が緊迫化するなか、
この条項の修正によるスケジュール変更は当然認められない。
　当初、総理は、税制改革案を22年度中にまとめて、消費税の引き上げの前には国民に信を問うと
おっしゃっていたと思うが、そうされればこの附則のスケジュールで十分間に合うはずだった。とこ
ろが、最近では、いつまでに法案をまとめられるのかが少し怪しくなってきていて、法案提出が23
年度までになされなければ、これはこの法律違反になる。
　法律に従って23年度までに具体的な税制改革法案を提出するということでよいのかどうか、ま
た、増税前に国民に信を問うということを言っておられたわけだから、その前に解散をなさるのか、
これでよろしいのかと伺いたい。

　確かに、この選挙前の段階で私が、自民党の提案の10％を参考にしてということを含めて、23年
度までに案をまとめたいということをその段階で申し上げた。しかし、今回の選挙の結果を踏まえ
て、また党内の議論も含めて、この議論はかなり具体的な問題も含むので、政府税調に加えて党の方
で御議論をいただいていこう、いつまでに結論を出すという期限を切ることは改めたいということ
で、23年度の期限ということは改めることにした。
　そのうえで、（附則）104条の問題は、これはもちろん政府としての義務ということでもある
が、この法案そのものは確か自民党政権時代にできた法案だと思うので、まさに国会を含めてこの法
案通りに推し進めるとすればどういうやり方があり得るのか、あるいはこの法案通りに進められない
とすれば、それはそれとして、23年度ということは暦でいえば24年3月末なので、その適当な時期
に何らかの対応をしなければならないだろうと思っている。
　そういった意味で、期限を切っての議論ではないということを含めて、いつまでに解散云々という
ことは、現在まったく考えていない。
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【図1】エネ革税制即時償却、試験研究税制特例の「つなぎ」イメージ
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（出典：経済産業省の資料に基づき作成）
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